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要  旨 

 本稿は、金融資産の減損処理を巡る動向を明らかにしたうえで、その特徴について
検討するものである。まず、現行基準である国際会計基準（IAS）第 39 号「金融商
品：認識と測定」における減損処理を概説し、①その基本的な考え方として、償却原
価で測定される満期保有目的投資および貸付金については投資期間内における配分
計画の修正、公正価値で測定され評価差額がその他の包括利益に計上される売却可能
金融資産については評価の修正と捉え得ること、②いずれも減損の客観的証拠がある
場合に減損損失が認識されること（発生損失モデル）などを指摘する。さらに、近年
の金融危機に関連して批判されている、減損処理と景気循環増幅効果（procyclicality）
との関係について検討する。そのうえで、2009年 11月に国際会計基準審議会（IASB）
より公表された公開草案「金融商品：償却原価と減損」について検討し、その特徴と
して、①公開草案では IAS第 39号と比べて償却原価の概念が変化していること、②
提案されている減損処理（予測損失モデル）は、金融の安定性または景気循環増幅効
果抑制の観点で一定の効果が期待される一方で、景気連動抑制効果
（countercyclicality）がもたらされるかは必ずしも明らかでないことなどを指摘する。
最後に、今後の課題として、会計の利益計算の目的に照らした公開草案の検討などを
指摘している。 
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１．はじめに 

 近年、国際会計基準審議会（IASB）と米国の財務会計基準審議会（FASB）は、「公
正価値測定に優先権を与える」（Benson, Bromwich and Wagenhofer［2006］p.172）
方向で会計基準のコンバージェンスを推進してきた。こうした公正価値測定を重視す
る動きの典型的な事例として、金融商品の会計処理が挙げられるであろう。 

IASB と FASB は、「すべての金融商品が公正価値で測定され、実現利益と未実現
利益が発生期間に〔利益として〕認識されること」（IASB［2005］p. 5）を長期的な
目標と掲げ、金融商品の全面公正価値会計を目指し審議を進めてきた。例えば、IASB
が 2008年 3月に公表した討議資料「金融商品の報告における複雑性の軽減」（IASB
［2008］）でも、IASB と FASB が要求する「金融商品を測定する多くの方法は、今
日の〔金融商品会計を巡る〕複雑性の主要な理由の 1つである」（IASB［2008］par. 

BD2）とし、「そのような測定関連の問題に対処する長期的な
．．．．

解決策は〔……〕全種
類の金融商品を同一の方法で測定すること」（par. IN5）であり、なかでも「公正価
値は、全種類の金融商品にとって適切な唯一の測定基準である」（par. IN5）と指摘
している1。 

 ところが、サブプライム・ローン問題を起因とする金融危機が深刻化する中で、公
正価値会計は、流動性の欠如（illiquidity）と景気循環増幅効果（procyclicality）の
観点から批判に晒され（Ryan［2008a］p. 1, Véron［2008］p. 63）、「公正価値会計
にサブプライム危機の罪の責任を負わせる」（Ryan［2008b］pp. 1607, 1633）動き
が出てきた2。そうした状況のなかで、金融安定化フォーラム（Financial Stability 
Forum: FSF）3は、2009年 4月に「金融システムにおける景気循環増幅効果への対

                                            
1 FASBも、2008年 3月に IASB［2008］と同じ表題の意見聴取「金融商品の報告における複雑性の
軽減」（FASB［2008］）を公表したが、これは IASBとの共同によるものではないと明記している（た
だし、付録に IASB［2008］が添付されている）。FASBは、その理由として、①現在、FASBではヘッ
ジ会計について審議しており、2008 年半ばに公開草案の公表を予定していること（実際、2008 年 6
月に公開草案「ヘッジ活動の会計」を公表した）、②両審議会の間で公正価値の定義が完全に同一では
ないことを挙げている（FASB［2008］pars. 8-12）。なお、金融商品の公正価値会計の動向について
は、草野［2008］を参照されたい。 
2 公正価値会計と金融危機との関係について、2 つの異なる見解がある（Laux and Leuz［2009a］, 
Magnan［2009］）。1つは、公正価値会計が金融危機に実質的な役割を果たしたという見解である。す
なわち、公正価値会計が流動性のデススパイラルの引き金を引いたために、金融危機が引き起こされ、
深刻化したという見解である（例えば ABA［2008］, Wallison［2008］）。いま 1つは、公正価値会計
は、金融危機に実質的な役割を果たしていないという見解である（例えば SEC［2008］, Laux and Leuz
［2009b］）。むしろ、公正価値が自己資本比率規制や（担保やマージンの要求、ヘアカットなどの）私
的な契約と結び付き、金融危機が進行したという見解である（例えば Ball［2008］, Véron［2008］）。
現在、公正価値会計と金融危機との関係について、実証研究が進められている（例えば Khan［2009］, 
Amel-Zadeh and Meeks［2009］）。 
3 FSF は、国際的な金融システムの安定化を促進するために、7 か国蔵相・中央銀行総裁会議（G7）
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応に関する金融安定化フォーラム報告書」（FSF［2009b］）を公表し、「会計基準設定
機関〔……〕は、公正価値会計と潜在的に関連する負の原動力（adverse dynamics）
を弱めるために、関連する〔会計〕基準の可能な変更を検討すべきである」（p. 26）
と勧告した4。 

 このように、近年の金融危機は、IASBと FASBが推し進めてきた金融商品の全面
公正価値会計の動向に大きな影響を与えている5。金融資産の減損処理を巡る動向も、
その一例として挙げられよう。すなわち、金融資産の減損処理については、金融商品
の全面公正価値会計を採用すれば論じる必要はないとして、これまでは IASB と
FASB のコンバージェンス項目としても取り上げられてこなかった。しかし、今後、
全面公正価値会計ではなく、混合属性会計を改善するという方向に進むのであれば、
減損会計についても別途検討しなければならないことになる。この点、FSFの上記報
告書でも、「FASBと IASBは、幅広く利用可能な信用情報を含む〔減損損失または〕
貸倒損失を認識・測定する代替アプローチを、〔公正価値モデル、予測損失モデル
（expected loss model）および動的引当金（dynamic provisioning）も含めて〕分析
することによって、〔現行の〕発生損失モデル（incurred loss model）を再検討すべ
きである」（FSF［2009b］p. 20）との勧告がなされた。 

 かかる勧告を受けて、IASBは、2009年 5月以降、金融商品の分類・測定、金融資
産の減損、ヘッジ会計の 3つのフェーズに分けて、金融商品に係る会計基準の改訂作
業に取り組んでいる。金融商品の分類・測定のうち金融資産については、同年 11 月
に国際財務報告基準（IFRS）第 9 号「金融商品」として基準化された。そこでは、
①金融資産は、公正価値で測定されるものと償却原価で測定されるものの 2つに分類
されること（IFRS 9, par.4.1）、②償却原価で測定される金融資産に分類されるため
には、(a)金融資産の保有目的が契約上のキャッシュ・フローを受け取ることをビジネ
ス・モデルとすること、(b)金融資産の契約条件が元本と利息の支払いのみでキャッ
シュ・フローを受領することという 2 つの条件を満たす必要があること（IFRS 9, 

                                                                                                                                        
によって 1999年に創設された。当該メンバーのなかに IASBも含まれている。なお、FSFは、2009
年 4月に金融安定化理事会（Financial Stability Board: FSB）へと改組された。 
4 これに先立ち、FSFは、2008年 4月に「市場と制度の強靱性の強化に関する金融安定化フォーラム
報告書」（FSF［2008a］）を、また同年 10月に「市場と制度の強靱性の強化に関する金融安定化フォー
ラム報告書：実施に関する追跡調査」（FSF［2008b］）を公表し、IASBに対して、オフバランスシー
ト事業体の会計基準や開示基準の改善と評価基準の強化を勧告した。 
5 なお、IASBは、金融危機から生じる財務報告の問題に対処するために、2008年 10月、FASBとと
もに金融危機諮問グループ（Financial Crisis Advisory Group: FCAG）を立ち上げた。FCAGは、2009
年 7月に「金融危機諮問グループ報告書」（FCAG［2009］）を公表し、「概念的かつまたは実務的理由
のために、損益を通じた全面的な公正価値モデル（full fair value-through-earnings model）よりも、
単純化した混合属性モデル（simplified mixed attribute model）が望ましい」（p. 5）と指摘している。 
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par.4.2）が規定された6。そして、同基準で要請される償却原価の具体的な測定方法
と金融資産の減損を扱うものとして、同年 11 月、公開草案「金融商品：償却原価と
減損」（IASB［2009c］）が公表された。そこでは、後述するように、現行の発生損失
モデルに代わり、予測損失モデルに基づく金融資産の減損処理が提案されている。 

 本稿の目的は、こうした金融資産の減損処理を巡る動向を明らかにしたうえで、そ
の特徴について検討することである。本稿の構成は、次のとおりである。まず 2節で
は、現行基準である IAS第 39号「金融商品：認識と測定」における金融資産の減損
処理を概観したうえで、減損処理の基本的な考え方を明らかにする。次に 3 節では、
景気循環増幅効果について概説したうえで、減損処理と景気循環増幅効果の関係につ
いて検討する。さらに 4節において、公開草案「金融商品：償却原価と減損」の内容
を説明し、そこで提案される会計処理の特徴を明らかにする。最後に 5節で、今後の
課題に言及しつつ、本稿を締め括る。 

 

２．現行の金融資産の減損処理 

 IAS 第 39 号は、金融資産を、①損益計算書を通じて公正価値で測定される金融資
産、②満期保有目的投資、③貸付金および債権（以下、両者をまとめて「貸付金」と
いう）、④売却可能金融資産の 4つに分類することを規定している（par. 45）。このう
ち、①については公正価値会計が適用されることから減損処理は不要となるが、②～
④については、貸借対照表日ごとに減損している「客観的な証拠」（objective evidence）
があるか否かが確認され、当該証拠がある場合には、減損損失が認識・測定される7

（IAS 39, par. 58）。本節では、以下、IAS第 39号を素材として、金融資産の減損処
理を概説したうえで、減損処理の基本的な考え方について検討する8、9。 

 

                                            
6 この 2つの条件を満たさない金融資産は、公正価値で測定しなければならない（IFRS 9, par. 4.4）。
ただし、IFRS第 9号は、会計上のミスマッチを解消または著しく減少できる場合には、公正価値オプ
ションを適用することを容認する（par. 4.5）。 
7 ここで、減損が発生しているという客観的な証拠は、「発行体または債務者の重大な財務的困難」（IAS 
39, par. 59(a)）や「利息または元本の支払いの不履行や遅延などの契約違反」（IAS 39, par. 59(b)）な
どの 1つまたは複数の事象によって確認される。 
8 本稿では、貸付金と負債証券の減損処理についてのみ検討し、持分証券の減損処理については検討
しない。また、説明の便宜上、固定金利の負債性金融商品を前提として議論を進める。さらに、本稿
では、IASBにおける金融資産の減損処理に焦点を当てる。なお、FASBにおける金融資産の減損処理
の動向とその課題については、草野［2009］で検討している。 
9 以下、本節におけるパラグラフ番号は、特に断りのない限り、IAS第 39号のものを指す。 
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（１）満期保有目的投資と貸付金の減損処理 

 IAS 第 39 号は、満期保有目的投資と貸付金について償却原価で測定することを要
請する（par. 46）。そのうえで、償却原価で測定される金融資産について、当該資産
が減損しているという客観的な証拠がある場合には、見積将来キャッシュ・フローを
当初認識時の実効利子率で割り引いた現在価値を算定し、その割引現在価値と帳簿価
額の差額を減損損失として計上することを規定している10（par. 63）。その際、金融
資産の帳簿価額は、直接または引当金勘定を通じて減額され、減損損失は損益計算書
で認識される（par. 63）。減損損失認識後の受取利息は、減損損失を測定する目的で
将来キャッシュ・フローを割り引くために使用した利子率を用いて認識される（par. 
AG93）。つまり、満期保有目的投資と貸付金の利息収益は、当初認識時の実効利子率
によって各期間に配分されるのである。また、減損損失認識後、その金額の減少がそ
れ以後の事象（例えば、債務者の信用状態の改善）によって客観的に関連づけられる
場合には、直接または引当金勘定の修正を通じて、償却原価を上限として減損損失が
戻し入れられる（par. 65）。 

 こうした満期保有目的投資と貸付金の減損処理について、IAS 第 39 号は、投資期
間内における配分計画の修正と捉えているとの解釈が可能である。すなわち、これら
については、当初認識時の実効利子率を用いて利息収益の配分が行われるが、当該金
融資産から契約どおりキャッシュ・フローが回収できないと客観的な証拠によって判
断された場合には、将来キャッシュ・フローを見積もり直し、当初認識時の実効利子
率で割り引かれる。そして、減損損失を損益計算書に計上して帳簿価額を修正するこ
とによって、減損認識後も、減損認識前と同様に、当初認識時の実効利子率に見合う
利息収益が計上される。このことは、減損認識後も投資期間を通じて元本と利息の受
取りによってキャッシュ・フローを獲得するという投資の期待に変わりはないことを
意味している。 

 このように、満期保有目的投資と貸付金の減損処理は、減損認識時と減損戻入れ時
に将来キャッシュ・フローを見積もり直し、それを当初認識時の実効利子率で割り引
くことで帳簿価額の修正が行われ、減損認識後も減損認識前と同様の投資から期待さ
れる成果が利益計算に反映されることから、投資期間を通じた配分計画の修正として
捉えることができる。 

 

（２）売却可能金融資産の減損処理 

 IAS第 39号は、売却可能金融資産については、公正価値で測定するものの（par. 46）、
                                            
10 IAS第 39号は、実務上の便宜的措置として、見積将来キャッシュ・フローの割引現在価値に代えて、
観察可能な市場価格を用いた公正価値に基づいて減損損失を測定することを容認する（par. AG84）。 
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評価損益をその他の包括利益（OCI）として認識することを要請する（par. 55(b)）。
ここで、売却可能金融資産についても、当該資産が減損しているという客観的な証拠
がある場合には、当該資産の原価評価と公正価値との差額が減損損失として計上され
る（par. 68）。その際、その他の包括利益で認識されていた累積損失があれば、それ
が損益計算書で認識される（par. 67）。また、売却可能金融資産に分類される負債証
券については、減損損失の戻入れが認められている11。すなわち、減損損失認識後、
当該資産の公正価値が増加し、その公正価値の増加がその後の発生した事象（例えば、
債務者の信用状態の改善）によって客観的に証拠づけられる場合には、減損損失の戻
入れが行われ、それが損益計算書で認識される（par. 70）。 

 こうした売却可能金融資産（負債証券）の減損処理について、IAS 第 39 号は、評
価の修正と捉えているとの解釈が可能である。すなわち、売却可能金融資産（負債証
券）は、例えば市場金利や為替の変動などに対応するリスク管理目的で保有されると
考えられるが、金融資産と金融負債の間で（特に金利の部分について）ナチュラル・
ヘッジの関係が期待される場合、金融負債は公正価値で測定されない一方で、金融資
産が公正価値で測定され、その変動差額が利益として計上されると、利益のボラティ
リティが大きくなる。そこで、IAS 第 39 号は、売却可能金融資産を公正価値で測定
するが、評価損益をその他の包括利益として認識する処理方法を要請したと考えられ
る12。ところが、金利についてはそのように考えられるとしても、売却可能金融資産
から契約どおりキャッシュ・フローが回収できないと客観的な証拠によって判断され
た場合には、回収が期待できないキャッシュ・フローに係る損失をその他の包括利益
で計上する必要性はないであろう。なぜならば、債務者の信用状態の悪化に係る損失
部分については、金融負債とのナチュラル・ヘッジの関係が（金利ほどにダイレクト
には）期待できないからである。そこで、売却可能金融資産に対して減損損失が認識
される。減損損失が公正価値と原価評価の差額によって測定されるのは、売却可能金
融資産が、満期保有目的投資や貸付金のように、投資期間を通じて元本や利息の受け
取りによってキャッシュ・フローを獲得することを投資の目的として捉えることがで
きないからであろう。つまり、売却可能金融資産は、一定の期間保有されるが、最終
的には売却を通じてキャッシュ・フローが回収されることから、公正価値と原価評価
の差額が減損損失として測定されると考えられる。一方、減損損失の戻入れが認めら

                                            
11 これに対して、IAS第 39号は、売却可能金融資産に分類される資産でも、持分証券については減損
損失の戻入れを認めていない（par. 69）。 
12 かかる説明は、有価証券に係る会計処理について規定した SFAS第 115号の「結論の背景」におい
て述べられているものである（草野［2005］84-86頁）。1998年 12月に公表された IAS第 39号には
「結論の背景」がないため、売却可能金融資産の会計処理がこうした根拠に基づいて規定されたかど
うかは明らかではないものの、その策定に当たり SFAS第 115号が参考にされたこと、その結果、売
却可能金融資産について SFAS第 115号と同様の会計処理が規定されたことから、論拠についても同
様に考えられるとの見方が可能であろう。 
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れることについては、結果として過年度に過大計上された損失を修正する手続きであ
ると解釈できる。 

 このように、売却可能金融資産の減損処理は、減損認識時と減損戻入れ時に公正価
値の評価損益が純利益に計上されることから、評価の修正として捉えることができる
であろう。 

 

（３）小括 

 以上、本節では、IAS 第 39 号の減損処理を概説し、減損処理の基本的な考え方に
ついて検討した。IAS 第 39 号では、満期保有目的投資および貸付金と売却可能金融
資産との間で減損損失の測定方法が異なっているが、それは減損処理の基本的な考え
方が異なっているためである。すなわち、満期保有目的投資と貸付金の減損処理は、
投資期間内における配分計画の修正と捉えられるのに対して、売却可能金融資産の減
損処理は、評価の修正と捉えることができるであろう。 

 ただ、いずれの場合も、減損損失は、金融資産が減損しているという客観的な証拠
がある場合に認識される。その際、「将来の事象の結果として予測される損失は、い
かに〔発生の〕可能性が高い（likely）としても、〔減損損失として〕認識されない」
（par. 59）ことから、IAS第 39号が採用する減損処理のアプローチは、発生損失モ
デルと呼称される。このモデルに対しては、前述のとおり、サブプライム・ローン問
題を起因とする金融危機が深刻化するなかで、減損損失の認識が遅れるとか、減損を
示す客観的証拠があると判断された時点で一気に損失が認識される（減損の断崖効果
〈cliff effect〉）といった批判に加え、景気循環増幅効果の観点から批判が寄せられた。
それでは、なぜ発生損失モデルは、景気循環増幅効果の観点から批判されたのであろ
うか。以下、節を改めて、減損処理と景気循環増幅効果の関係について考察する。 

 

３．減損処理と景気循環増幅効果 

 前述のとおり、FSFは、2008年 4月以降、金融システムの景気循環増幅効果に関
する検討を進め、2009 年 4 月に公表した報告書において、景気循環増幅効果を緩和
するために、金融資産の減損処理について、現在の発生損失モデルに代わるアプロー
チを、予測損失モデル、公正価値モデル、動的引当金も含めて十分に検討することを
勧告した（FSF［2009b］pp. 20-21）。本節では、景気循環増幅効果について概説し
たうえで、減損処理と景気循環増幅効果の関係について考察する。 
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（１）景気循環増幅効果 

 金融（システム）の発展は、その背後にある景気変動の勢いを増大させ、時には経
済活動の急激な変動をもたらし、貯蓄者と投資家間の通常の繋がりを完全に破壊して
きたと指摘されている（Borio, Furfine and Lowe［2001］p. 1）。このような過去の
経験は、経済の金融セクターと実物セクターの間に、「景気変動を増幅し、金融の不
安定化の原因またはそれを悪化させ得る」という「動的な相互作用（ポジティブ・
フィードバック・メカニズム）」が存在することを示している（FSF［2009b］p. 8）。 

 そうしたフィードバック・メカニズムは、とりわけ景気後退期、あるいは金融シス
テムが緊張状態に直面するときに、特に明らかとなるとされている。例えば、景気後
退期において、銀行が損失を計上し、資本が減少すると、通常、その資金調達の条件
は悪くなる。そこで、銀行が融資の圧縮や保有資産の売却を行うと、そうした縮小が
経済活動を悪化させる（BIS［2008］p. 1）。さらに、「主要な金融危機や関連する企
業の破綻直後、銀行は、企業に課す利息を決定するときにデフォルト・リスクの評価
に最も注意を払う」ので、企業の信用「リスクは〔……〕景気後退期に過大に評価さ
れる」（Boyer［2007］p. 783）。このように、信用収縮期においては、銀行が融資に
慎重になり、企業などの借り手は資金調達が難しくなる結果、さらに景気は悪化する
と考えられている。つまり、「金融システムは、通常のショック吸収装置の役割を果
たすよりも、ショック増幅装置として機能する」（BIS［2008］p. 1）のである。 

 ここで、「金融危機の発生時期は予見できないものの、厳しい金融セクターの困窮
は、著しい信用拡張や資産価格の上昇、および長期間の著しく低いリスク・プレミア
ムに先導される」（FSF［2009b］p. 8）。すなわち、信用拡張期では、通常、企業は
好業績となるので、企業の信用リスクは減少し、銀行からの借入能力は拡張する。そ
こで、銀行が企業に融資を行うことによって、金融セクターから実物セクターに資金
が流れ、企業規模（生産能力）の拡大が可能になる。その一方で、「経済成長期に、〔…
…銀行の〕リスク選好が強まり、外部資金調達の制約が緩和され、そのことがリスク・
テイキングを促す」（BIS［2008］p. 1）とされている。このように、信用拡張期にお
いて「銀行は、〔融資を行う際に〕借り手の信用状態を過大評価する傾向にあり、過
度に楽観的なリスク評価の高まりは、しばしば一層の信用拡張をもたらす」（ECB
［2006］p. 32）のである。 

 以上のように、銀行の「貸付活動は、元来、景気循環増幅的である」（ECB［2006］
p. 32）といわれているものの、上記 FSF報告書では、近年の金融危機が、いくつか
の会計実務が景気循環増幅効果に関する直接の影響（first-order effect）を有するこ
とを示しているとされた（FSF［2009b］p. 12）。とりわけ、金融資産の減損処理が
景気循環増幅効果を促進すると指摘された。 
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（２）減損処理と景気循環増幅効果 

 それでは、なぜ金融資産の減損処理が景気循環増幅効果を促進するのであろうか。
この点について、貸借対照表のレバレッジを用いて、ごく簡単に確認する。 

 銀行が保有する資産を A、負債を 、株主資本をD DA − と表す（ ）。企業
は、株主資本以上に資産を保有することによって、投資が成功すれば収益性（ROE）
を高めることができる一方で、失敗すれば収益性を引き下げるので、レバレッジはリ
スクの指標として捉えることができる。ここで、リスクの指標として、単純にレバレッ

ジ（ ）を使用すると、

0>> DA

L
DA

A
−

L = と表せる。そして、 ( ) 0<2−
−=

∂
∂

DA
D

A
L

となることか

ら、負債を一定としたときに、資産が増加（減少）すれば、レバレッジは減少（増加）
することが分かる。したがって、レバレッジを管理しなければ、資産の変化とレバレッ
ジの変化は負の関係にある。ところが、Adrian and Shin［2009］は、米国において、
商業銀行では資産が変化してもレバレッジはほとんど変化しない傾向にあること、投
資銀行では資産の変化とレバレッジの変化との間に正の関係が成立する傾向にある
ことを示している。このことは、米国の商業銀行や投資銀行は、資産の変動に対して
レバレッジを管理していることを意味する。そこで、銀行は資産の変動に対してレバ
レッジを管理していることを前提として、実際に金融機関がどのような行動をとるの
かについてみていく。 

 ここで、原価評価の場合の資産を 、負債を とすると、レバレッジ（ ）はHA HD HL

HH

H
H DA

AL
−

=

HA

と表せる。一方、資産を公正価値で評価し、評価損または減損損失

（ α− ）が認識される場合（0 1<<α ）、資産は ( ) HAFA α−= 1 と表せる。公正価値で

評価後のレバレッジ（ ）は、FL H
HH

H

H

H

H

F

DA
A

D

A
D

A
−

>








−
−

=
−

α1
1

HAFAFL = L= と

表せ、原価評価のレバレッジと比較すると、レバレッジは大きくなる。つまり、資産
を公正価値で評価し、資産の評価額が下落した場合に、銀行がレバレッジを一定に保
つ（または小さくする）ためには、資本を増加するか、資産と負債を減少しなければ
ならない。前者の選択が困難で、後者を選択した場合、レバレッジを一定に保つため

には、銀行は、資産と負債を HH
H

H LDB α=
HA

α
= H

D
DA

−
だけ減少させる必要がある13。こ

れは、レバレッジが大きい銀行は、その分だけ資産と負債の減少額（B）を大きくす
                                            
13 修正後のレバレッジを とすると、*

FL ( )
( ) ( ) H

HH

H

HH

H
F L

DA
A

BDBA
BA =

−
=

−−−−
−−=

α
L α

1
1* が成立しな

ければならない。 

8 
 



 

る必要がある（レバレッジと資産・負債の減少額は正の相関にある）ことを意味して
いる。 

 ここで、仮に、資産の市場価格が下落した際に銀行がレバレッジを調整すると考え
ると、公正価値評価の場合には資産の評価損だけ資産と資本が減少し、さらにそれに
対応して銀行は資産と負債を減らすため、貸借対照表が圧縮されていく。この点が、
特に近年の金融危機で問題となった。すなわち、流動性が欠落した市場において、資
産の売却によって資産の市場価格が下落する場合、資産の公正価値評価（減損処理）
によってレバレッジは大きくなるので、「銀行は、貸借対照表上のレバレッジの上昇
を相殺〔……〕するために資産を売却するが、そうした売却が信用スプレッドを拡張
し、したがってさらに評価損がもたらされる」（FSF［2009b］p. 26）と指摘された。
このように、公正価値評価は、原価評価と比較すると「会計加速機能効果（accounting 
accelerator effect）」（Boyer［2007］p. 780）があり、これを通じて景気循環増幅効
果を促進すると考えられている14。 

 このように、信用収縮期に資産の帳簿価額を引き下げ、景気循環増幅効果を促進す
ると考えられる会計処理の 1 つとして、貸付金の減損処理も挙げられる。すなわち、
貸付金の減損損失（貸倒損失）は、発生損失モデルによって認識されるため、信用収
縮期に大きく計上される傾向にある。信用収縮期に減損損失が計上される場合、資産
が減少するので、上述の公正価値評価と同様に、レバレッジは大きくなる。そこで銀
行は、レバレッジを調整するために、企業への融資を縮小し、その結果として景気循
環増幅効果が促進されるであろうと指摘されている（FSF［2009a］p. 4）。 

 さらに、貸付金の減損処理は、信用収縮期のみならず、信用拡張期にも景気に影響
を与える可能性がある。すなわち、銀行は、企業の信用リスクを考慮して貸付金の金
利を設定する。その際、銀行は、事前に予測される信用損失を見積もって融資を行う
が、発生損失モデルでは、客観的な証拠によって減損が確認されるまで減損損失は認
識されない。そこで、減損損失が認識されるまで、信用リスクの高い融資に対して相
対的に大きな利息収益が計上される。そのため、発生損失モデルは、信用拡張期に「金
融機関に〔リスクの大きな〕融資を増大させるかもしれない」（FSF［2009a］p. 4）
といわれている。このように、銀行の貸付金の減損・「引当実務は、自己資本比率規
制とともに、銀行の融資とマクロ経済に景気循環増幅効果をもたらすかもしれない」
（FSF［2009a］p. 4）のである。 

 

                                            
14 資産の公正価値評価と景気循環増幅効果の関係に関する詳細な検討については、Cifuentes, 
Ferrucci and Shin［2005］、Allen and Carletti［2008］、Plantin, Sapra and Shin［2008a, b］や
Heaton, Lucas and McDonald［2010］などを参照されたい。 
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４．公開草案の概要とその特徴 

 3節では、景気循環増幅効果について概説したうえで、減損処理と景気循環増幅効
果の関係について検討した。金融危機諮問グループ（Financial Crisis Advisory 
Group: FCAG）もまた、FSFと同様に、会計基準とその適用の主要な弱点として、
貸付金（とその他の金融商品）に関連する減損損失の認識の遅れと複数の減損アプ
ローチが存在することによる複雑さを位置づけ（IASB［2009b］par. IN3）、発生損
失モデルの代替案を開発することを勧告した（FCAG［2009］p. 7）。こうした FSF
や FCAGの勧告を受けて、IASBは、上述のとおり、2009年 11月に減損損失の認識・
測定を提案する公開草案「金融商品：償却原価と減損」（IASB［2009c］）を公表した
（以下、「公開草案」という）。本節では、公開草案の内容を概説したうえで、公開草
案が提案する金融資産の測定方法の特徴について検討する15。 

 

（１）公開草案の概要 

 まず公開草案では、償却原価の測定方法が具体化されている。すなわち、償却原価
測定の目的を「金融商品の予測〔残存〕期間に亘って利息収益または利息費用を配分
することによって、金融資産または金融負債の実効利回りに関する情報を提供するこ
と」（par. 3）と捉えたうえで、金融商品の予測残存期間に亘る期待キャッシュ・フロー
と実効利子率を用いて、償却原価を測定することが提案されている（par. 4）。 

 そのうえで、公開草案は、「償却原価が各測定日にキャッシュ・フローの見積もり
に関する現在の情報を反映する」（par. 7）ことができるように、「各測定日に（例え
ば、期限前償還や回収不可能性に関する）期待キャッシュ・フローの見積もりの改定」
（par. B1）を行うことを提案する。つまり、「金融資産の場合、当該資産の全期間に
亘る〔未だ発生していないものの予測される〕信用損失」（par. B3(c)）を期待キャッ
シュ・フローに含め、各測定日に当該予測される信用損失を見積もり直すことによっ
て期待キャッシュ・フローの改定を行うのである16。 

 また、公開草案は、予測される信用損失を考慮したうえで、実効利子率を決定する
ことを提案する。例えば固定金利の金融資産の場合、当初認識時の帳簿価額と同額と
なる期待キャッシュ・フローの現在価値をもたらす割引率が実効利子率となるため
（par. B11(a)）、当初認識時に回収が期待されないキャッシュ・フローも考慮して、
実効利子率が決定される。固定金利の金融資産では、契約上の利子率は変更されない
ので、当初認識時に決定された実効利子率が金融資産の残存期間に亘って固定される
                                            
15 以下、本節におけるパラグラフ番号は、特に断りのない限り、公開草案のものを指す。 
16 なお、「金融負債の場合、期待キャッシュ・フローの推定は〔報告〕主体自身の未履行リスクを反映
しない」（par. B4）ので、金融負債の期待キャッシュ・フローには予測される信用損失が反映されない。 
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（par. B12(a)）。そうした実効利子率を用いて金融資産の利息収益が各期間に配分さ
れるので、「実効利回りは、金融商品の全期間に亘って、金融資産に関する予測され
る信用損失の当初推定値〔……〕の配分を反映する」（par. 5）のである。 

 このように、公開草案は、償却原価を算定する際に、予測される信用損失を考慮し
て期待キャッシュ・フローを推定し、実効利子率を決定する。したがって、金融資産
の減損は、「償却原価測定の必要不可欠な要素」（par. BC42）として捉えられる。公
開草案が提案する減損処理のアプローチは、予測損失モデルと呼称される17､18。 

 現行の減損処理のアプローチである発生損失モデルと公開草案の提案する予測損
失モデルでは、主に次の点が異なる。まず、発生損失モデルでは、予測される信用損
失を考慮せずに実効利子率が決定され、金融資産が減損していると客観的証拠により
判断されたときに減損損失が認識・測定される。これに対して、予測損失モデルでは、
予測される信用損失を考慮して実効利子率が決定され、その信用損失の当初予測額は
金融資産の予測期間に亘って配分される（par. BC25）ため、当初認識時の予測どお
りに信用損失が発生すれば、減損損失は認識されない。 

 このように、予測損失モデルでは、予測される信用損失が各期間に配分されるため、
その分だけ各期間の利息収益が小さく計上され、その結果、減損損失が認識されない。
その一方で、金融資産の当初認識後、予測される信用損失に不利な変動が生じた場合
には、減損損失が認識される。その際、当初認識時の実効利子率が用いられる。また、
減損損失認識後、予測される信用損失に有利な変動が生じた場合には、減損損失の戻
入れが行われる（ただし、戻入れの額は、当初の実効利子率で割り引かれた契約上の
キャッシュ・フローを上限とする）。このように、予測損失モデルでは、予測される
信用損失の「推定または推定の変化のための閾値（threshold）として指標やトリガー
事象を含まない」（par. BC25）ので、信用損失の「推定が変化したときに〔期待キャッ
シュ・フローの改定を通じて〕自動的に減損損失の〔認識や〕戻入れが行われる」（par. 
BC35）。さらに、「たとえ過去に減損損失が認識されていなくても、信用損失の期待
の有利な変動から利得が生じ得る」（par. BC36）のである。 

 以上のように、公開草案で示されている予測損失モデルでは、予測される信用損失
を考慮して期待キャッシュ・フローの推定と実効利子率の決定を行い、期待キャッ

                                            
17 公開草案は、発生損失モデルの批判に対処するために、減損処理のアプローチとして、予測損失モ
デル、公正価値モデルおよび景気循環アプローチ（動的引当金）について検討し、最終的に予測損失
モデルを提案した（par. BC14）。各々の減損処理のアプローチの特徴については、後掲の参考資料 1
を参照されたい。また、公開草案が提案する予測損失モデルの具体的な計算方法については、後掲の
参考資料 2を参照されたい。 
18 なお、予測損失モデルは、予測される信用損失を考慮する範囲（期間）によって、いくつかのバリ
エーションが考えられる。例えば、景気循環アプローチ（動的引当金）を予測損失モデルに含める考
え方もある。その詳細については、FEE［2010］を参照されたい。 
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シュ・フローの改定を通じて自動的に減損損失の認識や戻入れを行う。この点、発生
損失モデルでは、ある閾値または「トリガー」に達したときにのみ減損損失が認識さ
れるため、従来から、いつ損失を認識するかの決定が主観的であり、利益管理
（earnings management）の機会を提供すると指摘されてきた（pars. 23-24）。つま
り、発生損失モデルは、減損損失の認識において操作可能性が大きいといわれている。
これに対して、予測損失モデルは、測定を通じて減損損失の認識や戻入れが自動的に
行われるため、その限りでは、発生損失モデルが抱えていた減損損失の認識や戻入れ
のタイミングに関する認識の操作可能性を回避するであろうとされている（par. 
BC33）。しかしながら、予測損失モデルは、各測定日における期待キャッシュ・フロー
の推定に経営者の判断や仮定を多く必要とするため（par. BC30）、発生損失モデルと
比較すると、相対的に減損損失の測定の操作可能性が大きくなるであろう。 

 

（２）公開草案の特徴 

 こうした公開草案（予測損失モデル）の特徴としては、次の点を指摘できよう。 

 第 1に、公開草案では、償却原価の概念が 2003年 12月の IAS第 39号改訂時の概
念から変化している。すなわち、2002年 6月に IASBが IAS第 39号を改訂するた
めの公開草案を公表した際、減損処理のアプローチとして発生損失モデルと予測損失
モデルのどちらを提案したものなのかが明らかではないとのコメントが寄せられた。
そこで、IASBは、2003年 12月に IAS第 39号の改訂基準を公表した際に、「減損損
失は発生した場合にのみ認識すべきである」（IAS 39, par. BC109）と指摘し、発生
損失モデルを採用すること明確化した。その理由として IASB は、「将来の予定取引
と事象に基づいて減損を認識することは償却原価モデルと整合しない」（IAS 39, par. 
BC109）からと述べていた。ところが、今般、金融資産の減損処理を見直すなかで、
IASBは、上記の理由は「合理的説明（rationale）というより〔理論的根拠に基づか
ない〕主張（assertion）に過ぎ〔ず、……〕償却原価測定と首尾一貫しないのは、予
測損失モデルよりも発生損失モデルである」（IASB［2009a］par. 36）と指摘した。
こうした主張は、2003 年の改訂 IAS 第 39 号と今回の公開草案との間で、次のよう
に償却原価の概念が異なっているためと考えられよう。 

 割引現在価値の計算は、期待キャッシュ・フローと割引率の 2つの要素から構成さ
れ、各々を当初認識時のまま固定するのか決算時に改定または変更するのかによって、
下表のように 4つに分類することができる。 
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＜期待キャッシュ・フローの改定と割引率の変更＞ 

期待キャッシュ・フローの推定 
 

当初のまま固定 改 定 
当初のまま固定 Ⅰ Ⅱ 割引率 

の選択 変 更 Ⅲ Ⅳ 

出所：大日方［2002］233頁、図表 4を一部修正 

 

 このうち、IAS 第 39 号は、当初認識時に期待キャッシュ・フローを推定して実効
利子率を決定し、客観的な証拠によって減損が確認されない限り、当初認識時のまま
期待キャッシュ・フローと実効利子率を固定して、満期保有目的投資と貸付金の償却
原価を測定する（IAS 39, par. 9）。したがって、IAS第 39号で使用される償却原価
は、表のⅠに分類される。 

 一方、公開草案も、当初認識時に期待キャッシュ・フローを推定し、実効利子率を
決定する。その際に、「原価基準の測定として、償却原価は当初測定に関するインプッ
トを反映し、それは〔……〕実効利子率である」（par. 7）と規定されることから、公
開草案においても実効利子率は当初認識時のまま固定されることが分かる。ところが、
公開草案は、各測定日に期待キャッシュ・フローを見積もり直すことを提案するため、
期待キャッシュ・フローは決算時に改定される。したがって、公開草案で使用される
償却原価は、表のⅡに分類されることが分かる。 

 以上のように、従来Ⅰに分類される償却原価が公開草案ではⅡに分類されることか
ら、公開草案では、償却原価の概念が変化しているといえるであろう19。さらに、こ
うした償却原価の概念の変化に伴って、伝統的にⅠで使用されてきた配分の概念が拡
大解釈されている。このことは、償却原価計算で使用される「2つの主要なインプッ

トは、各測定日の期待キャッシュ・フローと配分メカニズム
．．．．．．．

（すなわち、実効利息法）
である」（par. BC46：傍点は、筆者）という記述に端的に表れている。 

 第 2に、公開草案では償却原価の概念が変化しているが、当該方法で計算される利
益は、現行の発生損失モデルのそれと比較すると、減損処理の見直しの背景とされる

                                            
19 もちろん、IAS第 39号は、満期保有目的投資と貸付金の減損処理においては、期待キャッシュ・フ
ローを改定するため、その償却原価はⅡに分類されるともいえる。しかし、この減損処理は、客観的

な証拠によって減損の発生とその戻入れが見込まれる場合に限って、臨時的に
．．．．

期待キャッシュ・フロー
を改定する。これに対して、公開草案では、各測定日に期待キャッシュ・フローが見積もり直される

ため、定期的に
．．．．

期待キャッシュ・フローが改定されることに注意すべきである。 
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金融の安定性や景気循環増幅効果への対応という観点から、一定の効果が期待される
といえる（FEE and EFRAG［2009］pars. 80, 111）。その 1つの理由として、予測
損失モデルは、予測される信用損失を考慮して実効利子率を決定するため、各年度の
利息収益を小さく計上し、相対的に安定的な利益を報告することが挙げられる。換言
すれば、予測損失モデルでは、当初認識時に予測される信用損失を各期間に配分する
ため、事前に予測された信用損失が実際に生じる場合、またそれ以上の信用損失の発
生が推測される場合には、発生損失モデルと比較すると安定的な利益の計上が期待さ
れる。 

 いま 1つの理由として、予測損失モデルは、減損損失を認識する際に閾値を含まず、
期待キャッシュ・フローの改定を通じて自動的に減損損失の認識を行うため、信用損
失に関する期待が不利に変化したときに、早期に損失を計上することが挙げられる。
この点、発生損失モデルは、「金融資産の認識後に発生した損失事象の結果として客
観的な減損の証拠があり、将来キャッシュ・フローに関する損失事象が信頼性をもっ
て推定し得る場合にのみ信用損失が認識される」（par. BC10）ので、「信用損失の遅
延認識」（par. BC11(b)）をもたらすが、予測損失モデルは、それを回避することが期
待される（par. BC33）。 

 第 3に、しかしながら、予測損失モデルが景気連動抑制効果（countercyclicality）
をもたらすのかについては、必ずしも明らかではない。なぜならば、予測損失モデル
では、予測される信用損失を推定する際に経営者の判断を必要とするが、そうした経
営者の判断は、景気循環の影響を受けるからである。ここで、経営者は、内部または
外部の過去の信用損失の経験、内部または外部の格付け、外部の報告書や統計など、
さまざまなデータを使用して予測される信用損失を推定する（par. B7）。とりわけ、
「信用損失の経験といった過去のデータは、〔……〕現在の状態の影響を反映するた
めに現在の観察可能なデータに基づいて修正される」（par. B8）が、そのときに「経
営者自身の判断」（FEE and EFRAG［2009］par. 38）が必要とされる。さらに、公
開草案が提案する測定方法では、発生損失モデルと同様に、期待キャッシュ・フロー
の改定時に損益が大きく計上されるので、「報告利益に生ずる変動によって、〔経営者
を含む財務諸表〕利用者の注意が〔金融〕資産〔……〕の長期的性質よりはむしろ短
期的な変動性に向けられる」（FASB［1990］par. 398）可能性も考えられる。 

 もっとも、予測損失モデルにおいて期待キャッシュ・フローの改定時に損益が大き
く計上されるのは、期待キャッシュ・フローの改定時に配分計画を修正する方法とし
て、公開草案が「簿価修正アプローチ（catch-up approach）」を採っているためでも
ある。配分計画を修正する方法には、簿価修正アプローチのほか、「遡及修正アプロー
チ20（retrospective approach）」や「将来修正アプローチ21（prospective approach）」
                                            
20 遡及修正アプローチとは、期待改定時までの実際のキャッシュ・フローと新たに見積もり直した期
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もある22（FASB［2000］pars. 97-100）。ここで、簿価修正アプローチの特徴は、遡
及修正アプローチや将来修正アプローチと比較して、期待キャッシュ・フローの改定
時に損益を大きく計上するところにある。例えば、期待キャッシュ・フローが不利に
変動した場合、キャッシュ・フローの回収額が減少するため、実効利子率は小さくな
る。ところが、割引率を当初認識時の実効利子率で固定すれば、当該利子率に相当す
る利息収益を将来に計上するため、その分だけ帳簿価額を引き下げなければならない。
かかる調整を行うために、簿価修正アプローチでは、期待キャッシュ・フローの改定
時に損益が大きく計上されるのである。このように、公開草案が提案する「予測損失
モデルは、景気循環中における貸付金のポートフォリオ〔やその他の金融資産〕の〔帳
簿〕価額や関連する利益の変動性を〔十分に〕減少しない」（FEE and EFRAG［2009］
par. 87）のである23。 

 以上を要約すると、公開草案は、定期的に期待キャッシュ・フローを改定するとい
う点で、これまでの償却原価の概念を変更する。その際、当初認識時に、予測される
信用損失を考慮して期待キャッシュ・フローが推定され、実効利子率が決定されるた
め、公開草案が提案する予測損失モデルは、現行の発生損失モデルと比較すると、金
融の安定性または景気循環増幅効果抑制の観点から一定の効果が期待されるであろ
う。その一方で、公開草案は、期待キャッシュ・フローの改定時に配分計画を修正す
る方法として簿価修正アプローチを提案するため、当該方法では改定時の損益が大き
く変動するので、予測損失モデルによって景気連動抑制効果がもたらされるのかにつ
いては、慎重な検討が必要とされる。 

 

 

                                                                                                                                        
待キャッシュ・フローに基づいて、当初認識時まで遡って実効利子率を計算する方法である。このア
プローチでは、見積もり直した期待キャッシュ・フローは当初認識時より知り得たと仮定して、配分
計画が修正される。したがって、期待キャッシュ・フローの改定部分は、全期間を通じて配分される。 
21 将来修正アプローチとは、期待改定時の帳簿価額と新たに見積もり直した期待キャッシュ・フロー
に基づいて、実効利子率を計算し直す方法である。このアプローチでは、遡及修正アプローチと異な
り、配分計画は遡及的に修正されない。したがって、期待キャッシュ・フローの改定部分は、将来の
期間に配分される（期待キャッシュ・フローの改定時に減損損失は認識されない）。 
22 期待キャッシュ・フローの改定に伴って配分計画を修正する方法は、金融資産の減損処理を巡って
議論されている。その詳細については、大日方［1997］、角ヶ谷［2009］、米山［2003］などを参照さ
れたい。 
23 なお、公開草案は、簿価修正アプローチを提案する理由として、「当初認識時に設定される実効利子
率を割引率として使用することは、償却原価が原価基準測定であることを反映する」（par. BC47）こ
とを挙げている。しかしながら、簿価修正アプローチだけではなく、遡及修正アプローチや将来修正
アプローチも原価基準測定の枠内で説明することが可能であるため、この理由だけでは期待キャッ
シュ・フローの改定時に当初認識時の実効利子率を使用する理由にはならないであろう。 
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５．おわりに 

 本稿では、金融資産の減損処理を巡る動向を概説したうえで、その特徴について検
討した。具体的には、まず IAS第 39号の貸付金および満期保有目的投資と売却可能
金融資産の減損処理を概説したうえで、各々の減損処理を支える基本的な考え方を明
らかにした。次に、景気循環増幅効果について説明し、現行の減損処理が景気循環増
幅効果を促進する可能性があることを指摘した。最後に、IASBが 2009年 11月に公
表した公開草案で提案された減損処理を説明した後に、公開草案の減損処理の特徴に
ついて検討した。 

 IASBは、近年の金融危機に対処するために、金融商品の会計基準の見直しを進め、
2009年 11月に金融資産の分類・測定に関する IFRS第 9号と減損処理に関する公開
草案を公表した。IFRS第 9号は、金融資産の測定方法として、公正価値に加えて、
償却原価を要請するため、その限りでは、従来どおり混合属性会計を採用している。
その一方で、償却原価の測定方法を具体的に規定する公開草案では、定期的に期待
キャッシュ・フローの改定が必要とされ、償却原価の概念が変化している。もちろん、
割引率として「現在の市場利子率」（IASB［2009c］par. BC47）ではなく当初認識時
の実効利子率が使用されていること、そして市場参加者の推定する期待キャッシュ・
フローではなく、経営者の推定する期待キャッシュ・フローが必要とされることから、
公開草案が提案する償却原価は、公正価値とは異なっている。 

 しかしながら、公開草案が提案するような償却原価の概念の変化が利益計算との関
係でどのような特徴を有するのか、例えば、会計の利益計算の目的を当初認識時の事
前の期待が事後の事実としてどれだけ実現したのかを確かめることと捉えた場合、予
測損失モデルで計算される利益が当該目的と整合するのか否かなどについて、検討す
る必要があろう。なぜならば、予測損失モデルでは、当初認識時に予測される信用損
失が残存保有期間に亘って配分されるため、当初認識時の期待（契約上の利子率）ど
おりにキャッシュ・フロー（利息収入）が獲得されたとしても、かかるキャッシュ・
フローの一部（契約上の利子率から予測される信用損失を補填するリスク・プレミア
ム分を除いた安全資産の利子率）しか利息収益として計上されないからである24。ま
た、こうした検討を通じて、公開草案が償却原価の概念の変化によってフローの測定
を重視するのか、それともストックの測定を重視するのかを明らかにすることができ、
金融商品の公正価値会計の方向性を見極めることもできるであろう。これらについて
は、今後の検討課題としたい。 
                                            
24 金融資産の契約上の利子率は、予測される信用損失を補填する目的でリスク・プレミアムを含んで
いる。安全性の高い金融資産と安全性の低い金融資産の利子率の差が予測される信用損失を補填する
リスク・プレミアムの違いであると単純化した場合、予測損失モデルの実効利子率と安全性の高い金
融資産の利子率は近似するであろうから、予測損失モデルでは、安全性の高い金融資産と安全性の低
い金融資産の元本と残存保有期間が同じであれば、両者の利息収益の金額は近似すると考えられる。 
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【参考資料 1】減損処理のアプローチの比較 

 発生損失モデル 予測損失モデル 公正価値モデル 動的引当金 

実効利子率の

決定 

・当初測定と期待（契約上の）

キャッシュ・フロー（ただし、

将来の信用損失は無視する）

に基づいて決定される 

・当初測定と期待キャッ

シュ・フロー（将来の信用

損失を含む）に基づいて決

定される 

・当初測定と期待キャッ

シュ・フロー（将来の信用

損失を含む）に基づいて決

定される 

・景気循環全体（未だ保有

しない資産に関連する）に

亘る信用リスクに基づい

て決定される 

減損テストの

トリガー 

・必要：指標基準 
（例えば、損失が発生したこ

とを確認するための証拠） 

・不必要 
（期待キャッシュ・フロー

の継続的な見積もり） 

・指標と価値基準の双方が

可能 
・トリガーは必要とされる

・引当金の設定または取崩

のための合意されたルー

ルと自動的なトリガー 

修正後の帳簿

価額の測定 

・元々の実効利子率で割り引

いた発生損失を反映する期

待キャッシュ・フロー（固定

金利の金融商品） 
・市場の調整は行わない 
・将来の信用損失を含まない

・元々の実効利子率で割り

引いた予測される信用損

失を反映する継続的な期

待キャッシュ・フローの改

定（固定金利の金融商品）

・市場の調整は行わない 
・将来の信用損失を含む 

・公正価値（帳簿価額を下

回った場合） 
・信用に関連する変化（例

えば、流動性）を公正価値

の中に含む 
 

・公式に基づいて測定さ

れ、初日の損失をもたらす

・パラメータを決定するた

めの所轄当局を必要とす

る 
 

戻入れと関連

する利得 

・減損損失認識後の事象に

よって引き起こされたとき

に戻入れが必要とされる 
・償却原価を上限とする 

・期待キャッシュ・フロー

の自動的な調整（トリガー

は必要とされない） 
・元々の実効利子率で割り

引かれた契約上のキャッ

シュ・フローを上限とする

・戻入れは可能である 
・トリガーまたは価値の回

復のみに基づく 
 
 

・引当金の減少は、価値の

調整として反映される 
（信用縮小期に損失を相

殺するために損益計算書

で認識される） 
 

出所：FEE and EFRAG［2009］ p. 22. 
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【参考資料 2】予測損失モデルの計算例 

 公開草案は、減損処理のアプローチとして、従来の発生損失モデルに代えて、予測
損失モデルを提案した。以下では、設例25を用いて、予測損失モデルについて概説す
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【設例 1】 
 A 銀行は、期間 1 の期首に元本 CU10,000（利子率は年間 10%）の貸出を 100
件行い、期間 5の期末に元本の返済を受ける。A銀行は、当初認識時に下記のよう
に債務不履行が発生し、期待キャッシュ・フローが回収されることを推定した。手
数料や早期の元本返済はなく、当初の期待どおりキャッシュ・フローを回収するこ
とができたと仮定する。 
 

当初認識時の債務不履行 
期間 契約上の CF 

年間 累積 期待 CF（%）
期待 CF 

1 100,000 0.00% 0.00% 100.00% 100,000
2 100,000 0.00% 0.00% 100.00% 100,000
3 100,000 1.00% 1.00% 99.00% 99,000
4 100,000 2.00% 2.98% 97.02% 97,020
5 1,100,000 3.00% 5.89% 94.11% 1,035,203

 

図表 1 発生損失モデルと予測損失モデル 

発生損失モデル 予測損失モデル 
期間 

利息収益 減損損失 利益 利息収益 減損損失 利益 

1 100,000 0 100,000 88,396 0 88,396

2 100,000 0 100,000 87,370 0 87,370

3 99,000 10,000 89,000 86,254 0 86,254

4 97,020 19,800 77,220 85,127 0 85,127

5 94,109 29,106 65,003 84,076 0 84,076

合計  431,223  431,223
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25 参考資料 2の設例は、IASB［2009b］の設例を参考にして作成している。 



 

 図表 1は、設例 1に基づいて、発生損失モデルと予測損失モデルによって各期間の
利息収益、減損損失、利益を整理したものである。発生損失モデルでは、実効利子率
は予測される信用損失を考慮せず決定されるので、本設例では、契約上の利子率
（10%）が実効利子率となる。期間 3～5 で債務不履行が発生したときに、回収が期
待されるキャッシュ・フローを実効利子利率で割り引いて現在価値を推定し、それと
帳簿価額を比較して、減損損失を認識・測定する。 

 一方、予測損失モデルでは、実効利子率は予測される信用損失を考慮して決定され、
この設例では 8.84%となる26。貸付金の帳簿価額は、期首の帳簿価額に実効利子率を
乗じた利息収益と実際のキャッシュ・フローの差額分だけ減額される。当初認識時に
予測される信用損失は、実効利息法を通じて各期間に配分され、また本設例では当初
の期待どおりキャッシュ・フローが回収されるため、減損損失は認識されない。 

 ここで、発生損失モデルと予測損失モデルを比較すると、5期間全体を通じての利
益の金額に変わりはないが、各期間の利息収益と減損損失の金額に差異が生じるため、
各期間の利益の金額に差異が生じる。予測損失モデルは、予測される信用損失を各期
間に配分し、各期間の利息収益を発生損失モデルと比べると小さく計上することに
よって、全期間を通して安定的な利益を計上する。これに対して、発生損失モデルは、
実効利子率を決定する際に予測される信用損失を考慮しないので、予測損失モデルと
比べると各期間の利息収益を大きく計上する一方で、減損が生じた期間では、減損損
失を認識するため、利益が小さく計上される。 

                                            
26 ここで実効利子率を rとすると、 

( ) 5432 )1(
203,035,1

)1(
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)1(
000,99

)1(
000,100

1
000,100000,000,1

rrrrr +
+

+
+

+
+

+
+

+
=  

より、実効利子率は 8.84%と計算される。 
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図表 2 予測損失モデルにおける期待の改定 

不利な変化 有利な変化 
期間 

利息収益 減損損失 利益 利息収益 利得 利益 

1 88,396 0 88,396 88,396 0 88,396

2 87,370 67,864 19,506 87,370 39,656 127,026

3 80,255 0 80,255 89,759 0 89,759

4 78,686 0 78,686 88,898 0 88,898

5 77,326 0 77,326 88,005 0 88,005

合計  344,170  482,085

【設例 2】 
 A 銀行は、期間 1 の期首に元本 CU10,000（利子率は年間 10%）の貸出を 100
件行い、期間 5の期末に元本の返済を受ける。A銀行は、当初認識時に【設例 1】
のように債務不履行が発生し、期待キャッシュ・フローが回収されることを推定し
た。ところが、期間 2の期末に、下記のように、期待キャッシュ・フローの推定を
見積もり直した。手数料や早期の元本返済はなく、期待どおりキャッシュ・フロー
を回収することができたと仮定する。 
 
［不利な変化の場合］ 

期間 2終了後の債務不履行 
期間 契約上の CF 

年間 累積 期待 CF（%）
期待 CF 

3 100,000 2.00% 2.00% 98.00% 98,000
4 100,000 4.00% 5.92% 94.08% 94,080
5 1,100,000 8.00% 13.45% 86.55% 952,090

 
［有利な変化の場合］ 

期間 2終了後の債務不履行 
期間 契約上の CF 

年間 累積 期待 CF（%）
期待 CF 

3 100,000 0.50% 0.50% 99.50% 99,500
4 100,000 0.50% 1.00% 99.00% 99,003
5 1,100,000 0.50% 1.49% 98.51% 1,083,582
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 図表 2は、設例 2に基づいて、予測損失モデルにおける利息収益、減損損失または
利得、そして利益を整理したものである。実効金利法では、当初認識時の実効利子率
を用いて利息収益の配分が行われるが、当初認識時の期待どおりキャッシュ・フロー
が回収される場合、何ら問題は生じない。ところが、当初認識時の期待どおりキャッ
シュ・フローが回収されない場合、何ら修正を行わず、当初認識時の実効利子率を用
いて利息収益の配分を行うと、元本の返済時に金融資産の帳簿価額と実際に回収され
るキャッシュ・フローの金額が異なる事態が生じる。そこで、利息収益の配分計画の
修正が必要とされる。 

 公開草案は、各測定日に期待キャッシュ・フローを見積もり直し、当初認識時の実
効利子率を用いて償却原価を算定することを提案する。ここで、新たに算定した償却
原価と帳簿価額の金額が異なる場合、帳簿価額を償却原価の金額とするために、損益
の計上が行われる。設例 2では、期間 2の期末に予測される期間 3～5の信用損失が
当初認識時の推定と異なっている。そこで、予測される信用損失が不利に変動した場
合、減損損失が認識される一方で、有利に変動した場合、利得が認識される。とりわ
け、予測損失モデルでは、過去に減損損失が認識されていなくても、予測される信用
損失の期待に有利な変動が生じた場合、本設例のように利得が計上される場合もある。 
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